
新しい公益法人制度の申請手続は「電子申請」で！ 

「公益法人 information」では、申請手続等を電子申請で行うことが可能です。電子申

請は修正・差替が簡便、自動計算機能を備えているなどの便利な機能が備わっており、多

くの方にご利用いただいております。申請の際は、「電子申請」をご利用ください。 

（平成 22 年７月 30 日現在、申請に占める電子申請の割合は、97.9％） 

 

１．申請書類が多くて、作成が大変ってよく聞きますけど、どうなんでしょうか。 

 申請書類は多いかもしれませんが、電子申請を利用するととても簡単になります。 

また、記入漏れや記入間違い対策も万全。電子申請では、このようなものを減らす工

夫がなされています。 

 
（１）登録された法人の基本的な情報を自動入力！ 

法人の基本的な情報（法人の名称、代表者の氏名、法人コード、住所といった情報）

は、いろいろな申請書類に複数回入力していただくこととなりますが、電子申請を利用

すれば、それぞれの該当箇所に自動的に入力するため、入力の手間が省けます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）数字も自動計算！ 

申請書類の作成に当たっては、多くの数字を記入しなければなりません。書面による

申請の場合には、電卓で何度も計算しながら記入する必要がありますが、電子申請を利

用すれば、必要最低限の項目のみ入力いただくと他の項目は自動計算されるため、大変

便利です。計算ミスもありません。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

電子申請システムの

データベースにある 

登録情報 

 
 
〔２〕事業の公益性について  

定款（法人の事業又は目的）上の根拠  

事業の種類 

（別表の号）
（本事業が、左欄に記入した事業の種類に該当すると考える理由を記入して下さい。） 

 
 

 

 
 
 

（本事業が不特定多数の者の利益の増進に寄与すると言える事実を記入してください(注２)。） 

チェックポイント事業区分 
（下欄▼ボタンをクリックして、法人の事業に該当の区分を

選択してください。事業区分ごとのチェックポイントがその

下に表示されます。該当する事業区分がないと考える場合に

は、最後の「上記事業区分に該当しない場合」を選択してく

ださい。）  

チェックポイントに該当する旨の説明 
（左欄に表示されたチェックポイントに則して 

記入してください。） 

 

 
 
 
 

その他説明事項  

 
事業区分を選択してください。 ▼ 

区分ごとのチェックポイント 

………………………… 

 

 

 
 

 

 
 

その他説明事項  

 
事業区分を選択してください。 ▼ 

区分ごとのチェックポイント 
………………………… 

 
 

 
〔３〕本事業を反復継続して行うのに最低限必要となる許認可等について（注３） 
許認可等の名称  

根拠法令  

許認可等行政機関  

注１ 事業の概要の欄では、事業の実施のための財源、必要となる財産を含めて記載してください。また、事業の重要な部分を

委託している場合には、その委託部分が分かるように記載してください。 

注２ 「公益認定等に関する運用について（公益認定等ガイドライン）」における「【参考】公益目的事業のチェックポイントに

ついて」を参考に記載してください。 

注３ 記載した許認可を得ている場合には、許認可等の写しを、現在申請中の場合には、当該許認可等の申請書を添付してくだ

さい。また、「許認可等行政機関」は課名等まで記載してください。 

自 年 月 日

至 年 月 日

この様式では、遊休財産額が、遊休財産額の保有上限額を超えていないことを確認します。

遊休財産額は、以下の計算により算定します。

遊休財産額＝資産－（負債＋一般社団・財団法人法第131条の基金）－（控除対象財産－対応負債の額
※

）

１．遊休財産額の計算に必要な数値の作成（下記３．及び４．に必要な数値を作成します。）

資産の部 負債の部

流動資産計 1 円 流動資産に直接対応する負債の額 6 円

控除対象財産（別表C(2)から転記） 2 円 7 円

その他の固定資産　4欄-2欄 3 円 その他の固定資産に直接対応する負債の額 8 円

固定資産計　5欄-1欄 4 円 引当金勘定の合計額　35欄 9 円

10 円

負債計　26欄 11 円

正味財産の部

12 円

指定正味財産の額　33欄 13 円

一般正味財産の額　15欄-12欄-13欄 14 円

正味財産計 15 円

資産計 5 円 16 円

２．遊休財産額の保有上限額（＝公益目的事業の実施に要した費用の額に準ずる額）の計算

損益計算書上の公益目的事業に係る事業費の額 17 円 21 円

18 円 財産の譲渡損、評価損等の額 22 円

19 円 23

20 円 24 円

３．遊休財産額の計算

資産　5欄 25 円 控除対象財産の額　2欄 28 円

負債　11欄 26 円 対応負債の額　39欄 29 円

27 円 30 円

４．対応負債の額の計算（次の２つの方法のうちいずれかを選択し、○を記入して下さい。）

控除対象財産の額　2欄 31 円 控除対象財産の額　2欄又は28欄 31 円

32 円

指定正味財産の額　13欄 33 円 指定正味財産の額　13欄 33 円

31欄-32欄-33欄 34 円 31欄-33欄 34 円

引当金勘定の合計額　9欄 35 円 引当金勘定の合計額　9欄 35 円

36 円

37 円 その他負債の額　11欄-35欄 37 円

38 円 38 円

39 円 39 円

【判定結果】

遊休財産額の保有上限額　20欄-24欄 40 円

遊休財産額　30欄 41 円

遊休財産額の保有上限額の超過の有無 42

一般社団・財団法人法第131条の基金　12欄 遊休財産額　25欄-26欄-27欄-28欄+29欄

対応負債の額　32欄+34欄×37欄/(37欄+38欄) 対応負債の額　34欄×37欄/(37欄+38欄)

控除対象財産に直接対応する負債の額　7欄

各資産に直接対応する負債の額　6欄+7欄+8欄

その他負債の額　10欄（11欄-35欄-36欄と同額）

一般正味財産の額　14欄（5欄-11欄-12欄-13欄と同額）

法人名

一般社団・財団法人法第131条の基金　27欄

負債及び正味財産合計　5欄（11欄+15欄と同額）

事業
年度別表C(1) 遊休財産額の保有制限の判定

※対応負債の額とは、控除対象財産に直接対応する負債の額とその他の負債のうち控除対象財産に按分された負債の合計額です。
　 なお、控除対象財産から対応負債の額を控除するのは、借入金等によって資産を取得している場合には、負債が二重で減算される
　 ことになってしまうためです。

法人コード

控除対象財産に直接対応する負債の額　32欄

公益法人認定法施行規則第22条第7項の方法

公益法人認定法施行規則第22条第7項の方法

公益法人認定法施行規則第22条第8項の方法

公益法人認定法施行規則第22条第8項の方法

一般正味財産の額　14欄（5欄-11欄-12欄-13欄と同額）

固
定
資
産

公益実施費用額から控除する引当金の取崩額

その他負債の額　11欄-6欄-7欄-8欄-9欄

特定費用準備資金の公益実施費用額への算入額
（別表C(5)から転記（公益目的事業の場合のみ））

商品等の原価を予め費用計上していない場合のみ

商品等譲渡に係る原価相当額
特定費用準備資金の公益実施費用額からの控除額
（別表C(5)から転記（公益目的事業の場合のみ））

計　(17欄+18欄+19欄) 控除額計　(21欄+22欄+23欄)

　　　 記入要領

網掛けの欄に数値を入
力して下さい。
その他の欄は、自動的
に計算されます。

記入要領　：　下表の水色欄(■部分）を記入してください。

自 年 月 日

至 年 月 日

円

円

％

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

無償の役務の提供等に係る費用額（別表B(5)Ⅳ欄より） 17

18

収 益 等 実 施 費 用 額 （ 14 欄 +22 欄 ）

調
　
　
整
　
　
額

財産の譲渡損等（別表B(5)Ⅷ欄より）

土地の使用に係る費用額（別表B(5)Ⅱ欄より） 15

31

27

23

28

管 理 運 営 費 用 額 の 計 算

土地の使用に係る費用額（別表B(5)Ⅱ欄より） 25

24管 理 費 の 額 （ 別 表 B(5) Ⅰ 欄 よ り ）

無償の役務の提供等に係る費用額（別表B(5)Ⅳ欄より）

特定費用準備資金積立額（別表B(5)Ⅴ欄より）

【別表B(1)　公益目的事業比率の算定総括表】
（公益法人認定法第５条第８号に定められた公益目的事業比率について審査します。）

調整額計(5欄～11欄の計)

10

11

4

公 益 実 施 費 用 額 の 計 算

収 益 等 実 施 費 用 額 の 計 算

特定費用準備資金積立額（別表B(5)Ⅴ欄より） 8

公益目的事業に係る事業費の額(別表B(5)Ⅰ欄より)

財産の譲渡損等（別表B(5)Ⅷ欄より）

特定費用準備資金取崩額（別表B(5)Ⅵ欄より）

収益事業等に係る事業費の額（別表B(5)Ⅰ欄より）

5

14

無償の役務の提供等に係る費用額（別表B(5)Ⅳ欄より） 7

引当金の取崩額（別表B(5)Ⅶ欄より）

融資に係る費用額（別表B(5)Ⅲ欄より） 6

9

公 益 実 施 費 用 額 （ 4 欄 +12 欄 ） 13

12

調
　
　
整
　
　
額

土地の使用に係る費用額（別表B(5)Ⅱ欄より）

21

特定費用準備資金取崩額（別表B(5)Ⅵ欄より） 19

引当金の取崩額（別表B(5)Ⅶ欄より）

管 理 運 営 費 用 額 （ 24 欄 +32 欄 ） 33

特定費用準備資金取崩額（別表B(5)Ⅵ欄より） 29

引当金の取崩額（別表B(5)Ⅶ欄より） 30

調整額計(25欄～31欄の計) 32

調
　
　
整
　
　
額

財産の譲渡損等（別表B(5)Ⅷ欄より）

公 益 目 的 事 業 比 率 の 算 定

公益実施費用額(13欄より)

公益実施費用額+収益等実施費用額+管理運営費用
額  (13、23、33欄の合計)

公益目的事業比率（1欄÷2欄）

1

2

3

事業
年度

法人コード

法人名

融資に係る費用額（別表B(5)Ⅲ欄より） 16

融資に係る費用額（別表B(5)Ⅲ欄より） 26

特定費用準備資金積立額（別表B(5)Ⅴ欄より）

20

22調整額計(15欄～21欄の計)

記入要領　：　下表の水色欄(■部分）を記入してください。

自 年 月 日

至 年 月 日

円 円 円 円 円

円 円 円 円 円

円 円 円 円 円

円 円 円 円 円

円 円 円 円

２． 第二段階（公益目的事業会計全体の収支相償判定）
法人の公益目的事業会計全体に係る収入と費用等を比較します。

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円 円

※第二段階における剰余金の扱い

収入－費用

特定の事業と関連付けられない公益目的事業に係るその他の
経常収益、経常費用

９欄と１０欄の合計（公益目的事業会計の経常収益計、経常費
用計の額と一致しているか確認してください。）

公益目的事業に係る特定費用準備資金に関する調整(別表C(5)より）
（当期の積立額を「費用」欄に記入してください。）

収益事業から
生じた利益の繰入額

短期調整額に関する調整(７欄）
（当期の繰入額を「費用」欄に記入してください。）

収益事業等から
生じた利益の繰入額 その他事業（相互扶助等事業）から

生じた利益の繰入額

剰余が生じる場合（収入－費用欄の数値がプラスの場合）は、その剰余相当額を公益目的保有財産に係る資産取得、改良に充
てるための資金に繰り入れたり、公益目的保有財産の取得に充てたりするか、翌年度の事業拡大を行うことにより同額程度の損
失となるようにしなければなりません。収入－費用欄の数値がプラスの場合、法人における剰余金の扱いの計画等を記入してくだ
さい。

収支相償の額（収入－費用欄）がプラスとなる場合の今後の剰余金の扱い等

13

認
定
初
年
度
に
短
期
調
整
額
の
取
崩
は

発
生
し
な
い
た
め

、
入
力
で
き
ま
せ

ん

。

事業
番号

第一段階の判定
（２欄－３欄－５欄－

７欄）

認
定
初
年
度
に
特
定
費
用
準
備
資
金
の

取
崩
は
発
生
し
な
い
た
め

、
入
力
で
き

ま
せ
ん

。

1 2 5

経常費用計

【別表A(1)  収支相償の計算(収益事業等の利益額の50%を繰入れる場合)】

経常収益計
その事業に係る
特定費用準備資
金の当期積立額

その事業に係る
特定費用準備資
金の当期取崩額

8

（公益法人認定法第５条第６号に定められた収支相償について審査します。）

１． 第一段階（公益目的事業の収支相償）

法人が行う事業について、その経常収益、経常費用を比較します。

法人名

事業
年度

法人コード

14

9
第一段階の判定において「適合（８欄の数値が０以下）」となった
事業における経常収益計と経常費用計（２欄・３欄）

収入 費用

合計（11欄～15欄)

15

43

16

10

11

12

その事業に係る
短期調整額の当
期取崩額

その事業に係る
短期調整額の当
期繰入額

6 7

第二段階９欄へ 第二段階
１３欄へ

作成する書類を開くと、自動的に情

報が反映・表示されています。 

各項目を入力し、計算ボタンを押す

と、自動的に計算し、該当箇所にデ

ータが入力されます。 



（３）他の書類へデータを自動転記！ 

申請書類には、計算結果を他の書類に転記しなければならないもの、また、複数の申

請書類に同様の内容を記載しなければならないものがあり、書面による申請の場合は、

何度も確認しながら記入する必要があります。電子申請を利用すれば、必要最低限の項

目のみ入力いただくと自動的に転記されるため、入力の手間が省けます。転記ミスもあ

りません。 

 
 
 
 
 
（４）記入漏れやエラーの自動チェック！ 

申請書類が多いと、記入漏れや記入事項の間違いなどが起こりがちですが、電子申請

で申請書類を作成すれば、記入漏れや記入内容のエラーなどのチェックが自動的に行わ

れ、表示されるため、そのようなミスを減らすことができます。 

 
 
 
 
 
 
２．といいますけど、電子申請をするには、いろいろな機器を購入したり、面倒な手続が

あるってよく聞きますが。 

いえいえ、そんなことはありません。 

インターネットに接続し、閲覧することができるパソコンさえあれば、それ以上の費

用は発生しません。提出書類のうち、紙でしか存在しない書類についても、スキャナー

があれば、申請はオンラインで完結。パソコンに取り込んだデータを提出できます。 

公益法人 information では、ID・パスワード方式の認証による電子申請を行っており、

手間やコストのかかる電子署名や電子証明書といったものは、一切不要です。 

この ID とパスワードを取得するための電子申請開始申込みも、①電子申請システムに

て申込書を作成し、②押印した上で、③申請予定先行政庁へ提出（郵送又は持参）して

いただくだけで申込みは終了します。 

 
公益法人 information では、初めて電子申請をされる方や、作業途中でよくある疑問・

トラブルの解消のために、「電子申請の手引き」を掲載しています。こちらには、電子申請

開始申込みの方法から、実際の画面入りで操作方法を解説しています。 

電子申請を行う際には、適宜、御参照ください。 
 

是非とも電子申請のご利用をお願いします。 

自 年 月 日

至 年 月 日

この様式では、遊休財産額が、遊休財産額の保有上限額を超えていないことを確認します。

遊休財産額は、以下の計算により算定します。

遊休財産額＝資産－（負債＋一般社団・財団法人法第131条の基金）－（控除対象財産－対応負債の額※）

１．遊休財産額の計算に必要な数値の作成（下記３．及び４．に必要な数値を作成します。）

資産の部 負債の部

流動資産計 1 円 流動資産に直接対応する負債の額 6 円

控除対象財産（別表C(2)から転記） 2 円 7 円

その他の固定資産　4欄-2欄 3 円 その他の固定資産に直接対応する負債の額 8 円

固定資産計　5欄-1欄 4 円 引当金勘定の合計額　35欄 9 円

10 円

負債計　26欄 11 円

正味財産の部

12 円

指定正味財産の額　33欄 13 円

一般正味財産の額　15欄-12欄-13欄 14 円

正味財産計 15 円

資産計 5 円 16 円

２．遊休財産額の保有上限額（＝公益目的事業の実施に要した費用の額に準ずる額）の計算

損益計算書上の公益目的事業に係る事業費の額 17 円 21 円

18 円 財産の譲渡損、評価損等の額 22 円

19 円 23

20 円 24 円

３．遊休財産額の計算

資産　5欄 25 円 控除対象財産の額　2欄 28 円

負債　11欄 26 円 対応負債の額　39欄 29 円

27 円 30 円

４．対応負債の額の計算（次の２つの方法のうちいずれかを選択し、○を記入して下さい。）

控除対象財産の額　2欄 31 円 控除対象財産の額　2欄又は28欄 31 円

32 円

指定正味財産の額　13欄 33 円 指定正味財産の額　13欄 33 円

31欄-32欄-33欄 34 円 31欄-33欄 34 円

引当金勘定の合計額　9欄 35 円 引当金勘定の合計額　9欄 35 円

36 円

37 円 その他負債の額　11欄-35欄 37 円

38 円 38 円

39 円 39 円

【判定結果】

遊休財産額の保有上限額　20欄-24欄 40 円

遊休財産額　30欄 41 円

遊休財産額の保有上限額の超過の有無 42

一般社団・財団法人法第131条の基金　12欄 遊休財産額　25欄-26欄-27欄-28欄+29欄

対応負債の額　32欄+34欄×37欄/(37欄+38欄) 対応負債の額　34欄×37欄/(37欄+38欄)

控除対象財産に直接対応する負債の額　7欄

各資産に直接対応する負債の額　6欄+7欄+8欄

その他負債の額　10欄（11欄-35欄-36欄と同額）

一般正味財産の額　14欄（5欄-11欄-12欄-13欄と同額）

法人名

一般社団・財団法人法第131条の基金　27欄

負債及び正味財産合計　5欄（11欄+15欄と同額）

事業
年度別表C(1) 遊休財産額の保有制限の判定

※対応負債の額とは、控除対象財産に直接対応する負債の額とその他の負債のうち控除対象財産に按分された負債の合計額です。
　 なお、控除対象財産から対応負債の額を控除するのは、借入金等によって資産を取得している場合には、負債が二重で減算される
　 ことになってしまうためです。

法人コード

控除対象財産に直接対応する負債の額　32欄

公益法人認定法施行規則第22条第7項の方法

公益法人認定法施行規則第22条第7項の方法

公益法人認定法施行規則第22条第8項の方法

公益法人認定法施行規則第22条第8項の方法

一般正味財産の額　14欄（5欄-11欄-12欄-13欄と同額）

固
定
資
産

公益実施費用額から控除する引当金の取崩額

その他負債の額　11欄-6欄-7欄-8欄-9欄

特定費用準備資金の公益実施費用額への算入額
（別表C(5)から転記（公益目的事業の場合のみ））

商品等の原価を予め費用計上していない場合のみ

商品等譲渡に係る原価相当額
特定費用準備資金の公益実施費用額からの控除額
（別表C(5)から転記（公益目的事業の場合のみ））

計　(17欄+18欄+19欄) 控除額計　(21欄+22欄+23欄)

　　　 記入要領

網掛けの欄に数値を入
力して下さい。
その他の欄は、自動的
に計算されます。

【 別 紙 ２ ： 法 人 の 事 業 に つ い て 】  

 
自  年   月   日  法 人 コ ー ド   事 業  

年 度  
至  年   月   日  法 人 名   

 
 
１ ． 事 業 の 一 覧  

事 業 の  

区 分  

事 業  

番 号  
事 業 の 内 容  

公 １  
 
 

公 ２  
 
 

公 ３  
 

 

公 ４  
 
 

公 ５  
 
 

公 ６  
 
 

公 ７  
 
 

公 ８  
 
 

公
益
目
的
事
業 

公 ９  
 
 

収 １  
 
 

収 ２  
 
 

収
益
事
業 

収 ３  
 
 

他 １  
 
 

収
益
事
業
等 

そ
の
他
の
事
業 他 ２  

 
 

 

記入漏れや記入内容に誤

りがあれば、エラーメッ

セージが表示されます。 

例えば、以下のようなメッセージが表示 

・○○が入力されていません。 

・□と×の値が異なります。 

・0未満の数字は入力できません。 

 
 
〔２〕事業の公益性について  

定款（法人の事業又は目的）上の根拠  

事業の種類 

（別表の号） （本事業が、左欄に記入した事業の種類に該当すると考える理由を記入して下さい。） 

 
 

 

 
 
 

（本事業が不特定多数の者の利益の増進に寄与すると言える事実を記入してください(注２)。） 

チェックポイント事業区分 
（下欄▼ボタンをクリックして、法人の事業に該当の区分を

選択してください。事業区分ごとのチェックポイントがその

下に表示されます。該当する事業区分がないと考える場合に

は、最後の「上記事業区分に該当しない場合」を選択してく

ださい。）  

チェックポイントに該当する旨の説明  
（左欄に表示されたチェックポイントに則して 

記入してください。） 

 

 
 
 
 

その他説明事項  

 
事業区分を選択してください。  ▼ 

区分ごとのチェックポイント 

………………………… 

 

 

 
 

 
 
 

その他説明事項  

 
事業区分を選択してください。  ▼ 

区分ごとのチェックポイント 
………………………… 

 
 

 
〔３〕本事業を反復継続して行うのに最低限必要となる許認可等について（注３） 
許認可等の名称  

根拠法令  

許認可等行政機関  

注１ 事業の概要の欄では、事業の実施のための財源、必要となる財産を含めて記載してください。また、事業の重要な部分を

委託している場合には、その委託部分が分かるように記載してください。 

注２ 「公益認定等に関する運用について（公益認定等ガイドライン）」における「【参考】公益目的事業のチェックポイントに

ついて」を参考に記載してください。 

注３ 記載した許認可を得ている場合には、許認可等の写しを、現在申請中の場合には、当該許認可等の申請書を添付してくだ

さい。また、「許認可等行政機関」は課名等まで記載してください。 

 

他の書類へデータを自

動転記します。 

（入力・提出しようとすると、、、） 


